
証券コード 7480
平成25年６月10日

株 主 各 位
東京都文京区湯島２丁目２番２号
ス ズ デ ン 株 式 会 社
代表取締役会長兼社長 　鈴 木 敏 雄

第61回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第61回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席いただきたくご
通知申し上げます。ご出席の際は、同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申し上げます。
　なお、当日ご出席いただけない場合には、書面または電磁的方法により議決権を行使すること
ができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、次頁の方法により、平
成25年６月25日（火曜日）午後５時45分までに議決権を行使くださいますようお願い申し上げ
ます。

敬 具
　記

1. 日 時 平成25年６月26日（水曜日）午前10時
2. 場 所 東京都文京区湯島１丁目７番５号

ホテル東京ガーデンパレス ２階 高千穂の間
(末尾の会場ご案内図をご参照ください。)

3. 株主総会の目的である事項
報告事項 1. 第61期（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）事業報告、連

結計算書類の内容ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査
結果報告の件

　 2. 第61期（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）計算書類の内
容報告の件

決議事項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 取締役５名選任の件
第３号議案 監査役３名選任の件
第４号議案 ストックオプションとして新株予約権を発行する件
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議決権行使のご案内

■書面（議決権行使書用紙）により議決権を行使される場合
同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、平成25年６月25日（火曜日）
午後５時45分までに到着するようご返送ください。なお、各議案につき賛否のご
表示がない場合は、賛の表示があったものとして取り扱わせていただきます。

■電磁的方法（インターネット）により議決権を行使される場合
インターネットにより議決権行使サイト（http://www.it-soukai.com/または
https://daiko.mizuho-tb.co.jp/）にアクセスしていただき、平成25年６月25日
（火曜日）午後５時45分までに、議決権を行使ください。

詳細につきましては、後記（12頁から13頁まで）の「インターネットでの議決権
行使について」をご高覧いただきますようお願い申し上げます。

なお、インターネットと議決権行使書の双方で議決権を行使された場合は、インターネット
による議決権行使を有効とさせていただきます。また、インターネットによって複数回、議決
権を行使された場合は、最後に行なわれた議決権行使を有効とさせていただきます。

お知らせ
1.代理人により議決権を行使される場合は、代理人は議決権を有する他の株主様１名とさせて
いただきます。その際、株主様ご本人の議決権行使書用紙とともに、代理権を証する書面を
当日に会場受付にご提出ください。

2.定時株主総会招集ご通知に添付すべき事業報告、計算書類、連結計算書類ならびに会計監査
人および監査役会の監査報告書謄本は、別添の「第61期 報告書」に記載のとおりでありま
す。ただし、以下の事項につきましては、法令および定款第15条の規定に基づき、当社ホ
ームページ（http://www.suzuden.co.jp/）に掲載しておりますので、「第61期 報告書」
には記載しておりません。
①連結計算書類の連結注記表
②計算書類の個別注記表

なお、「第61期 報告書」に記載した連結計算書類および計算書類は、監査役および会計監査
人が監査報告および会計監査報告を作成するに際して監査をした連結計算書類および計算書
類の一部であります。

3.株主総会参考書類等の記載事項について、修正すべき事項が生じた場合には、当社ホームペ
ージ（http://www.suzuden.co.jp/）にて、修正内容を開示いたします。

　以 上
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株主総会参考書類
議案および参考事項
第１号議案 定款一部変更の件
１．変更の理由
　業務範囲拡大を図るため現行定款第２条（目的）に定める事業目的を追加するものでありま
す。

２．変更の内容
変更の内容は、次のとおりであります。

（下線は変更部分を示しております。）

現 行 定 款 変 更 案

第１章 総 則
（目的）
第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的とす

る。

1.～14. （条文省略）

　 （新設）

　 15.～17. （条文省略）

第１章 総 則
（目的）
第２条 （現行どおり）

1.～14. （現行どおり）

15. 発電および電気の供給・売買

16.～18. （現行どおり）
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第２号議案 取締役５名選任の件
　本総会終結の時をもって取締役４名全員は任期満了となります。つきましては経営体制強化
のため、取締役1名を増員し、取締役５名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
候補者
番 号

氏 名
生 年 月 日 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

１

鈴
す ず き と し お
木 敏 雄

昭和24年12月28日生
（再任）

昭和48年４月 立石電機株式会社（現オムロン株式会社）
入社

昭和52年10月 鈴木電興株式会社入社
昭和57年４月 同社取締役
昭和61年４月 同社代表取締役社長
平成３年４月 当社代表取締役社長
平成15年４月 当社執行役員社長
平成20年10月 当社代表取締役会長兼社長
平成21年４月 当社代表取締役会長
平成24年10月 当社代表取締役会長兼社長執行役員社長

（現任）

408,500株

２

臼
う す だ け ん じ
田 憲 司

昭和24年１月14日生
（再任）

昭和42年３月 鈴木電興株式会社入社
平成５年６月 当社取締役
平成15年４月 当社取締役上席執行役員
平成17年１月 当社取締役副社長執行役員副社長
平成24年10月 当社取締役専務執行役員（現任）

68,500株

３

鈴
す ず き
木　 茂

しげる

昭和23年３月14日生
（再任）

昭和46年４月 株式会社富士銀行（現株式会社みずほ銀
行）入行

平成８年11月 同行町田支店長
平成12年５月 当社総務部長
平成13年６月 当社取締役（現任）
平成15年４月 当社上席執行役員
平成21年４月 スズデンビジネスサポート株式会社代表取

締役社長（現任）
平成24年10月 当社常務執行役員（現任）

20,700株
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候補者
番 号

氏 名
生 年 月 日 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

４

梅
う め た
田　常

つ ね か ず
和

昭和20年８月22日生
（再任）

昭和45年４月 アーサーアンダーセンアンドカンパニー入
社

昭和49年３月 公認会計士登録
平成７年４月 公認会計士梅田会計事務所所長公認会計士

（現任）
平成７年６月 日本開閉器工業株式会社取締役副社長
平成11年１月 株式会社エイチ・アイ・エス社外監査役

（現任）
平成12年６月 株式会社タカラトミー（旧株式会社トミ

ー）社外監査役（現任）
平成12年６月 株式会社ハーバー研究所社外監査役（現

任）
平成19年６月 澤田ホールディングス株式会社社外監査役

（現任）
平成22年６月 当社社外取締役（現任）

8,600株

５
平
ひ ら の
野　利

と し は る
晴

昭和24年９月４日生
（新任）

昭和43年３月 鈴木電興株式会社入社
平成５年６月 当社取締役
平成15年４月 当社取締役上席執行役員
平成24年10月 当社常務執行役員（現任）

32,200株

（注）1. 現在当社の取締役である各候補者の当社における地位および担当は、別添の「第61期報告書」の
「4.(1)取締役および監査役の氏名等」（11頁から12頁）に記載のとおりであります。

2. 各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
3. 鈴木 茂氏が代表取締役社長を兼務している当社100％子会社スズデンビジネスサポート株式会社か
ら派遣社員を受け入れております。

4. 社外取締役に関する事項は次のとおりであります。
①梅田 常和氏は社外取締役候補者であります。
②同氏は東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員であ
ります。同氏が社外取締役に再任され就任した場合には、同氏は引続き独立役員となる予定であり
ます。
③同氏につきましては、公認会計士としての専門的な知識・経験等を当社の経営にいかしていただく
ため、引続き社外取締役として選任をお願いするものであります。
④同氏は、現在、社外取締役でありますが、社外取締役としての就任期間は、本総会終結の時をもっ
て３年となります。
⑤当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、梅田 常和氏との間において責任限定契約を締結し
ております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としております。なお、
同氏が社外取締役に再任され就任した場合、本契約を継続する予定であります。
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第３号議案 監査役３名選任の件
　本総会終結の時をもって監査役桃井邦義、日野 実の両氏が任期満了となります。つきまし
ては監査体制の一層の充実を図るため今回新たに監査役１名増員することとし、監査役３名の
選任をお願いするものであります。
　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。
候補者
番 号

氏 名
生 年 月 日 略歴、地位および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

１

桃
も も い
井　邦

く に よ し
義

昭和24年11月12日生
（再任）

昭和51年11月 等松・青木監査法人（現有限責任監査法人
トーマツ）入社

昭和56年３月 公認会計士登録
昭和58年８月 桃井公認会計士事務所所長公認会計士（現

任）
昭和58年９月 税理士登録
平成17年６月 当社社外監査役（現任）

0株

２

日
ひ の
野　 実

みのる

昭和23年７月26日生
（再任）

平成11年７月 税務大学校研究部教授
平成13年９月 日野実税理士事務所所長税理士（現任）
平成15年６月 日本アンテナ株式会社社外監査役
平成17年９月 青山学院大学大学院会計プロフェッション

研究科 客員教授（現任）
平成23年６月 当社社外監査役（現任）
平成24年６月 株式会社マツモトキヨシホールディングス

社外監査役（現任）

0株

３

梅
う め の
野　清

き よ み つ
光

昭和25年８月31日生
（新任）

昭和48年７月 鈴木電興株式会社入社
平成８年10月 当社東関東営業部長
平成11年４月 当社中部営業部長
平成12年10月 当社西東京営業部長
平成16年４月 当社品質環境部長
平成24年４月 当社品質環境部担当部長（現任）

5,000株

（注）1. 各監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 社外監査役に関する事項は次のとおりであります。
①桃井邦義、日野 実の両氏は、社外監査役候補者であります。
②桃井邦義氏は、東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立
役員であります。同氏が社外監査役に再任され就任した場合には、同氏は引続き独立役員となる予
定であります。
③桃井邦義氏につきましては、公認会計士としての専門的知見を当社監査にいかしていただくため、
引続き当社社外監査役として選任をお願いするものであります。
④日野 実氏につきましては、税理士として専門的な知識・経験等を当社の経営にいかしていただく
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ため、引続き当社社外監査役として選任をお願いするものであります。
⑤桃井邦義氏は、現在、当社の社外監査役でありますが、社外監査役としての就任期間は、本総会終
結の時をもって８年となります。
⑥日野 実氏は、現在、当社の社外監査役でありますが、社外監査役としての就任期間は、本総会終
結の時をもって２年となります。
⑦当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、桃井邦義氏と日野 実氏との間において責任限定契
約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としておりま
す。なお、両氏が社外監査役に再任され就任した場合、本契約を継続する予定であります。
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第４号議案 ストックオプションとして新株予約権を発行する件
　会社法第236条、第238条および第239条の規定に基づき、当社の取締役（社外取締役を除
く。）、執行役員および従業員（海外の従業員を除く。）に対し、次の要領により、ストックオ
プションとして新株予約権を無償で発行することおよび募集事項の決定を当社取締役会に委任
することにつき、ご承認をお願いするものであります。
　また、当社の取締役に対する新株予約権の発行は、会社法第361条第1項に規定される報酬
等に該当いたします。当社の取締役の報酬額については、平成3年2月6日開催の臨時株主総会
において総額年間4億円以内（ただし、使用人兼務取締役に対する使用人分の給与は含まれな
い。）とご承認いただいておりますが、当該報酬額の範囲内で当社の取締役（社外取締役を除
く。）に対し報酬等として新株予約権を発行することにつきましても、併せてご承認をお願い
するものであります。
　なお、現在の取締役の員数は４名（うち社外取締役は１名）でありますが、第２号議案が原
案どおり承認可決されますと、本議案の対象となる取締役の員数は社外取締役１名を除く４名
となります。
１．特に有利な条件をもって新株予約権を発行する理由
　当社の業績向上に対する貢献意欲や士気を一層高めるとともに、企業価値の向上を目指した
経営を一層推進することを目的とし、当社の取締役（社外取締役を除く。）、執行役員および従
業員（海外の従業員を除く。）に対して新株予約権を次の要領により発行するものであります。
２．新株予約権の発行要領
(1) 新株予約権の割当てを受ける者
　 当社の取締役（社外取締役を除く。）、執行役員および従業員（海外の従業員を除く。）
(2) 新株予約権の目的である株式の種類および数
　当社普通株式300,000株を上限とする。このうち、取締役（社外取締役を除く。）について
は30,000株を本議案承認の日から１年以内の日に発行する新株予約権の目的である株式の数
の総数の上限とする。ただし、以下に定める付与株式数の調整を行った場合は、調整後付与株
式数に新株予約権の総数を乗じた数に調整されるものとする。
　新株予約権１個当たりの目的である株式数（以下「付与株式数」という。）は、当社普通株
式100株とする。なお、付与株式数は、新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）
後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下同じ。）または株式併合を行う
場合は、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、当該時点で行使され
ていない新株予約権の付与株式数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数について
は、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割または併合の比率

　また、上記のほか、付与株式数の調整を必要とするときは、合理的な範囲で付与株式数を
調整するものとする。
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(3) 新株予約権の総数
　3,000個を上限とする。このうち、取締役（社外取締役を除く。）については300個を本議
案承認の日から１年以内の日に発行する新株予約権の個数の上限とする。
(4) 新株予約権と引換えに払込む金銭
　本株主総会の委任に基づいて募集事項の決定をすることができる新株予約権につき、金銭の
払込みを要しないこととする。
(5) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
　各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使により交付を受け
ることができる株式１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。）に付与株式数を乗じ
た金額とする。
　行使価額は、割当日の属する月の前月の各日（取引が成立していない日を除く。）の東京証
券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満
の端数は切り上げるものとする。ただし、当該金額が割当日の終値（取引が成立しない場合
は、それに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、当該終値とする。
　なお、割当日以降、以下の事由が生じた場合は、行使価額をそれぞれ調整する。
　① 当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整
　 の結果生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × １
分割または併合の比率

　② 当社が時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約権
　 の行使による場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる
　 １円未満の端数は切り上げるものとする。

既発行
株式数 ＋ 新規発行株式数×１株当たり払込金額

調 整 後
行使価額 ＝ 調 整 前

行使価額 × 時価
既発行株式数＋新規発行株式数

上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己
株式の数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式数」を「処
分する自己株式数」と読み替えるものとする。

　③ 当社が合併または会社分割を行う等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が
　 生じたときは、合併または会社分割の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で行使価額を
　 調整するものとする。
(6) 新株予約権を行使することができる期間
　割当日の翌日から２年を経過した日より３年間とする。
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(7) 新株予約権の行使の条件
① 新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時にお
いて、当社の取締役（社外取締役を除く。）、執行役員または従業員（海外の従業員を除
く。）のいずれかの地位を有していることを要する。ただし、取締役（社外取締役を除
く。）の任期満了に伴う取締役（社外取締役を除く。）の再任候補に選ばれない場合の退
任または執行役員および従業員（海外の従業員を除く。）が定年退職後に継続雇用され
継続雇用契約の満了によりこれらの地位を喪失した場合はこの限りではない。

　② 新株予約権の相続はこれを認めない。
　③ １個の新株予約権につき、一部行使はできないものとする。
(8) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に
関する事項

　① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算
　 規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の
　 結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとする。
② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記

①記載の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とす
る。

(9) 譲渡による新株予約権の取得の制限
　譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要する。
(10) 新株予約権の取得の事由および条件
　以下の①、②、③、④または⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議
が不要の場合は、当社の取締役会決議または会社法第416条第４項の規定に従い委任された執
行役の決定がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得
することができる。
　① 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案
　② 当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案
　③ 当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案
　④ 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認
　 を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案
　⑤ 新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得につ
　 いて当社の承認を要することまたは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によ
　 ってその全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案
(11) 組織再編成行為時における新株予約権の取扱い
　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それ
ぞれ当社が分割会社となる場合に限る。）、または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が
完全子会社となる場合に限る。）（以上を総称して以下「組織再編成行為」という。)をする場
合において、組織再編成行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、
新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ず
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る日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力
を生ずる日、および株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）
の直前において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約
権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株
式会社（以下「再編成対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。こ
の場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編成対象会社は新株予約権を新たに発行する
ものとする。ただし、以下の各号に沿って再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収
合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画に
おいて定めることを条件とする。
　① 交付する再編成対象会社の新株予約権の数
　 新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。
　② 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類
　 再編成対象会社の普通株式とする。
　③ 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数
　 組織再編成行為の条件等を勘案のうえ、上記「(2) 新株予約権の目的である株式の種類
　 および数」に準じて決定する。
④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記(5)で定められ
る行使価額を組織再編成行為の条件等を勘案のうえ調整して得られる再編成後払込金額
に上記③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数を
乗じて得られる金額とする。

　⑤ 新株予約権を行使することができる期間
　 上記「(6) 新株予約権を行使することができる期間」の開始日または組織再編成行為の
　 効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「(6) 新株予約権を行使することができる
　 期間」の満了日までとする。
⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金
に関する事項
上記「(8) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および
資本準備金に関する事項」に準じて決定する。

　⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限
　 譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の承認を要する。
　⑧ 新株予約権の取得の事由および条件
　 上記「(10) 新株予約権の取得の事由および条件」に準じて決定する。
(12) 新株予約権の行使により交付する株式の数の端数の取扱い
　新株予約権の行使により交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切
り捨てるものとする。

以上

― 11 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2013年05月23日 23時22分 $FOLDER; 11ページ （Tess 1.40 20120314_01）



インターネットでの議決権行使について

1. 当社ではインターネットによる議決権行使をしていただくことができますのでご案内申し上
げます。

　＜議決権行使の方法＞
（a）株主総会へご出席される方法
（b）議決権行使書用紙を郵送される方法
（c）インターネットにより議決権を行使される方法
(a)～(c)のいずれかの方法で議決権を行使された場合、その他の方法で議決権を行使してい
ただく必要はございません。例えば、(c)インターネットにより議決権を行使される場合、
(b)議決権行使書用紙を郵送していただく必要はございません。

2. インターネットによる議決権行使に際して、ご了承いただく事項
インターネットにより議決権を行使される場合は、次の事項をご了承のうえ、行使していた
だきますよう、お願い申し上げます。
① インターネットによる議決権行使は、当社の指定する議決権行使サイト（13頁3.①のURL
をご参照ください。）をご利用いただくことによってのみ可能です。なお、議決権行使サ
イトは、携帯電話を用いたインターネットではご利用いただけませんのでご了承くださ
い。インターネットにより、議決権を行使される場合は、招集ご通知同封の議決権行使書
用紙に記載の議決権行使コードおよびパスワードが必要となります。

② 今回ご案内する議決権行使コードおよびパスワードは、本総会に関してのみ有効です。次
の総会の際には、新たに議決権行使コードおよびパスワードを発行いたします。

③ 書面とインターネットにより、二重に議決権を行使された場合は、インターネットの行使
を有効な行使としてお取扱いいたします。

④ インターネットで複数回数、議決権を行使された場合は、最後の行使を有効な行使として
お取扱いいたします。

⑤ インターネットに関する費用（プロバイダ接続料金・通信料金等）は、株主様のご負担と
なります。
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3. インターネットによる議決権行使の具体的方法
① http://www.it-soukai.com/またはhttps://daiko.mizuho-tb.co.jp/にアクセスしてく
ださい。
※行使期間中の午前３時～午前５時は上記URLにアクセスいただけませんのでご了承く
ださい。

② 議決権行使コードおよびパスワードを入力し、「ログイン」ボタンを押してください。
※議決権行使コードおよびパスワードは、招集ご通知同封の議決権行使書用紙右下に記
載しております。

③ 画面の案内に従い、議決権を行使してください。
④ インターネットによる議決権行使は、平成25年６月25日（火）
　 午後５時45分までに行っていただきますようお願いいたします。

4. ご利用環境
◎パ ソ コ ン WindowsⓇ機種

（携帯電話、PDA、ゲーム機には対応しておりません。）
◎ブ ラ ウ ザ MicrosoftⓇ Internet Explorer5.5以上
◎インターネット環境 プロバイダとの契約などインターネットが利用できる環境
◎画 面 解 像 度 1024×768以上をご推奨いたします。
＊Microsoft、Windowsは、米国Microsoft Corporationの米国および、またはその他の国における登録商
標または商標です。

5. セキュリティーについて
行使された情報が改竄・盗聴されないよう暗号化（SSL128bit）技術を使用しておりますの
で、安心してご利用いただけます。
また、議決権行使書用紙に記載された議決権行使コードおよびパスワードは、株主様ご本人
を認証する重要なものです。他人に絶対知られないようご注意ください。当社より株主様の
議決権行使コードやパスワードをお問い合わせすることはございません。

お問い合わせ先について
議決権電子行使に関するパソコン等の操作方法等に関する専用お問い合わせ先

みずほ信託銀行 証券代行部 インターネットヘルプダイヤル
電話 0120-768-524（フリーダイヤル）
（受付時間 9:00～21:00 土日休日を除く）
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